
 全Ａネット平成 28 年度事業報告書 

 

１．全国の A 型事業所ネットワークづくりについて 

   ①各都道府県支部の活動支援(支部立上げ支援) 

     4/15(金)新潟県 A 型事業所勉強会に参加 

     8/11(木)福岡県 A 型事業所研修会に参加 

     9/22(木)栃木県 A 型事業所集会に参加 

     9/7(水)愛知県 A 型立上げ事前集会→2/19(日)「A ネットあいち」立上げ             

9/24(土)兵庫県 A 型事業所研修会に参加 

     10/15(土)大阪 A 型研修会に参加 

11/10(木)岩手県 A 型事業所集会に参加 

11/14 (月)岐阜県 A 型事業所集会に参加 

1/11(水)～12(木)福岡県へ「Ａ型フォーラム in 福岡」へ出張 

   ②会員勧誘 

    平成 27 年度作成のパンフレットの活用し、全Ａネットの知名度を上げることをしなが

ら、会の運営への協力を呼びかけお願いした。 

     

２．ヤマト福祉財団に助成事業「A 型事業の課題と可能性研究」について 

10 月 18 日に契約、金額 390 万円。期間 10/1～7/31。 

本調査（実態調査）の実施について平成 27 年度実施のプレ調査結果を基に改良し、今年

度に調査票を配布を目標に本調査を全国 3,949 事業所に実施した。 

有効配布母数 3,363 票、有効回答数 943 事業所、回収率 28.0％ 

【内容】 

 ①検討会を 9 回実施、小委員会を 4 回実施した（別紙）。場所：社会福祉法人豊芯会 

平成 27 年度プレ調査を再点検、また追加のクロス集計を行った。 

②平成 29 年 1 月 30 日調査票発送 

③平成 29 年 3 月 6 日最終締切 

   ③データ集計、現在分析中 

④報告書 7 月予定 

３．日本財団に平成 29 年度事業申請について 

事業名：「中間的就労分野における基本的課題と A 型事業の可能性研究」 

申請日：平成 28 年 10 月 31 日申請 

決定日：平成 29 年 2 月 23 日 

助成金額：888 万円（事業総額 1,111 万円） 

４．国等への要望等について 

   ①10 月 17 日に厚労省に要望書を提出する。 

   →HP に公開 

   ②Ａ型の運営基準見直しに関して、厚労省よりヒアリングを受け、内容について要望等を

行った。  

 

５．研修会開催 

①12/4 日本財団主催「就労フォーラム 2016」の分科会担当 

②2 月 28 日参議院会館にて「中間的就労の場への仕事の発注促進策について」を開催 



    

６．超党派国会議員勉強会「インクルーシブ雇用勉強会」 

    障害者就労支援については障害者総合支援法の就労系事業と障害者雇用促進法の労働

雇用施策に分かれていて、縦割り行政の壁があり、また働きずらい方たちも含めることを

考えたとき、障害者の定義についてなど課題は山積している。 

28 年 11 月より毎月 1 回参議院会館にて議員の方の勉強会に、市民側として 11 団体が参

加、「きょうされん」と「全Ａネット」が幹事団体となる。 

 

７．総会・理事会 

 ①総会～平成 28 年 6 月 25 日(土)  

午前：理事会のあと、各都道府県窓口事業所の会議を開催した。 

午後：総会で審議、総会第２部       

岩田克彦先生講演「A型事業所に求められるもの ― 岐路に立つ全Aネット―」 

    日本財団竹村利道氏～「はたらく NIPPON 計画」説明  

(モデル的な就労関連事業への助成)について               

天野貴彦氏報告「プレ調査等から見えた A型事業所の現状と課題」 

村木太郎氏講評「プレ調査報告書の講評及び今後への期待」 

 ②理事会～年数回 (6/25、10/7、3/22) 

 

７．その他 

   各団体の研修会等にパネリスト参加をした。(別紙：事業実施表) 

 

 

平成 29 年 6 月 24 日（土） 

ＮＰＯ法人就労継続支援Ａ型事業所全国協議会 


